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ここに発表する調査報告は， 70年代初頭に財団法人国民経済研究協会において実施された「変貌
する都市住宅と住宅産業の将来」といっ調査研究の一環をなすものであった。筆者はその研究会に
参加し，一般住宅施工工務屈の調査とプレハブ住宅施工工務屈の調査を実施した。前者の報告は「変
貌する都市住宅と住宅産業の将来J(国民経済研究協会住宅産業特別研究委員会1971年)の第4分冊
「住宅生産構造の分析」として発表されたが，後者は調査が遅れたなどの理由によって，報告書が印
刷されることなし原稿も紛失していたのである。ところが最近，この原稿を発見することができ，
内容を検討したところ，なお今日発表しても一定の意味を有すると判断されたため，この年報への
掲載を決断した次第である。
この判断の理由は以下の二点である。第ーには，一般的に見て， 10年前の調査であれ，その後の
プレハブ工務庖の推移と比較する上で発表されることが望ましいと考えられることである。本来，
現時点において再度調査を実施して，その報告とともに発表することが望ましいが，現在のところ
そうした調査を実施できる条件を筆者は持ち合わせておらず， したがってこの課題は今後に残さざ
るをえなかった。
第二には，プレハブ住宅の建設戸数を建築着工統計調査によって新設住宅建設総戸数とともに表
?????
示すると下表のようになっている。
新設住宅総戸数およびプレハブゃ新設住宅戸数
年 卓恥会い、 戸 数 プレハプ住宅戸数 構 成 比
1973 1，905，112 138，933 7.3 % 
74 1，316，100 145，795 11.1 
75 1，356，286 135，635 10.0 
76 1，523，844 153，370 10.1 
77 1，508，260 139，245 9.2 
78 1，549，362 138，830 9.0 
79 1，493，023 136，820 9.2 
80 1，268，626 127，235 10.0 
この統計調査においてプレハブ住宅が独立項目として調査されたのは， 1973年以降のことである
が，この表からわかるように，プレハブ新設住宅戸数は，景気の変動とともに若干の増減はあれ，
ほぽコンスタントに毎年14万戸前後建設されている。毎日の新聞広告などにみられるプレハブ住宅
の大々的な広告からすれば，筆者はこの10年間にもっと増大しているものと d思っていたが，意外に
伸ぴておらず，その構成比においても，増大傾向は見られない。この事実からすれば，プレハブ住
宅施工工務屈の実態もあまり変化していないのではないかと思われる。もちろんその実態は，建設
戸数のみによって変化するものではないが，こうした状況からすれば，なぜ建設戸数が増加してい
かないかを考える上においても， 10年前のこの調査報告は一定の意味を有すると考えられるのであ
る。
なお，以下においては，一一般住宅施工工務底調査を「工務庖調査Jと略した。
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近年，住宅難，住宅価格の上昇，労賃騰貴等々の叫ばれる中で，プレハブ住宅の普及と生産拡大
は多方面から期待の目で注視されてきた。日本における基本的住宅様式である一戸建個人住宅の場
合， したがって本質系および鉄骨系のフ。レハブ住宅の場合には，多種多様な新建材の開拓をも伴な
って，パネル化に代表されるような住宅各部分の部品化が進行し，その工場における大量生産を，
可能とした。しかし，住宅という商品が，土地に固着するものであるという特殊性によって，現場
毎に生産過程が分断きれ，組立工程が部品の生産工程と分断されるという特殊性はいまだ打破され
ておらず， (モービル・ハウスはこの特殊性を打破したものだが日本にはまだない)したがって，
部品生産工程の機械制工場生産化にかかわらず，現場組立工程は，その生産主体を異にしてきた。
プレハブ工務庖の概括的特徴 ??????
このことは今日における日本のフ。レハフゃ住宅(一戸建)の発展段階を示しているとい之ょう。すな
わち，住宅はここに住む人々の個性に対応した個別性を有しているが，今日のプレハブ住宅は，骨
格部分の部品化と，間取りの画一化までは可能としたが，内装を中心とする細部においては，その
購買者の個性に委ねられており，プレハブ住宅メーカーはこの個性に如何に対応し，多様な個性に
応じてゆくかを課題としている。したがって，今日のプレハブ住宅生産においては，組立工程の後
に多様な職種の労働過程が残存しており，この過程は今日もなお大工以下の諸職種の労働力によっ
て担われざるを得ない。(もちろん旧来の職種でも，新建材，新工法の開拓によって労働内容が簡
単化したり，また新しい職種も登場して，その職種構成と労働内容は変化しているが。jしたがって，
プレハブ住宅の組立工程以後の生産過程には，諸種の専門工事業者の組織化が必須の条件であり，
プレハブ住宅メーカーはその施工過程を，旧来の大工棟梁=工務屈に委ねざるを得なかった。
このようなフ。レハフゃ住宅に対する現状認識の上に，今回の調査は出発した。
すなわち，プレハブ住宅の施工を担当する工務庖(以下「フ。レハブ工務庖」と呼ぶ)を，前回(昭
和45年度)の調査報告の対象であった一般工務屈と比較しつつ，その特質を明らかにすることであ
る。それは，プレハブ住宅の施工の実態を把握してゆくための，経営サイドからの分析であり，今
後のプレハブ住宅生産の将来に関する研究の出発点となるべきものであろう。
( 1 ) 調査の方法と対象
今回の調査対象としたプレハブ工務屈は，プレハブ住宅
メーカーから借用した提携工務庖および代理屈の名簿をも
とに，東京周辺に所在する工務屈を選択した。そして調査
員が個別に訪問する面接調査法を採用したが，一部には郵
送されたものもある。
標本数204社有効解答数71社
調査実施期間 45年11月中旬-46年 1月中旬
なお，企業の所在地別分布は〔表1-1 Jのとおりである。
(II) プレハブ工務届の概括的特徴
〔表1-1 ) 対象プレハブ工務庖の所在地
東 尽 44 
千 葉 1 
神奈川 10 
静 岡 4 
f局 木 1 
一次長+ー・ 城 1 
計 71 
(1) 経営組織別資本金規模別構成
〔表I-1 Jに示すようにフ。レハフゃ工務屈の法人化率はきわめて高く， 88.6%にも及ぴほぽ9割
に達する。これは前回の一般工務屈の調査報告の場合の53.1%に比較すれば，その法人化率の高さ
は明白である。
他方，資本金規模別構成においても，プレハブ工務庖の場合には%が500万円を越えており，最高
は3億2，100万円に上っており，一般工務屈の 1割強に比して，はるかに高い資本金規模を示してい
る。この点は100万円以下の層がプレハフ*工務庖では23.8%，一般工務庖では43.5%となっているこ
とにも表われている。
このようにプレハブ工務屈は，法人化率においても，法人の資本金規模においても一般工務庖よ
り一段と高く，プレハブ工務屈は5.000万円以下の年間施工高を上げている一般工務庖に対応してい
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るといえよう。
〔表I-1 J 
プレノ¥ブ 一工務般庖経営規模 工務庖
イ固 人 8 61 
法 人 63 69 
計 71 130 
~ 100万円 15 30 
~ 200万円 13 19 
資
~ 500万円 14 13 
本
金
- 1，000万円 13 5 
規
- 3，000万円 3 2 
模
3，000万円~ 4 
不 明 l 
言十 63 69 
そして上の事実に対応して，法人化の理由は〔表I-2)の如く，一般工務庖より「イ」の比率
が高くなり， Iロ」の比率が減少している。とはいえ， IロJIハ」の比率が圧倒的に高いことは共通
しており，これら工務庖の小規模性を示している。
なおプレハブ工務庖の法人化の理由には，提携メーカー側が工務屈の選定に当って，法人化した
工務屈を選択する傾向があり， Iハ」の「信用」の意味の内には，メーカーの信用を得るという意味
も含まれている。
〔表I-2 J 法人化の理由 (M.A) 
イ ロ ノ、 一
資金増 税金対策 信用を高める その他 計 回答企業数 無回答
プレハブ工務庖 9 15 34 7 65 57 6 ( 15.8) ( 26.3) ( 59.6) ( 12.3) (114.0) (100.0) 
一般工務庖 3 33 37 7 80 67 2 ( 4.5) ( 49.2) ( 55.2) ( 10.5) (119.4) (100.0) 
(注) 表題のあとの 1M.AJはマルチ・アンサー(複数回答)を意味する。以下同様である。
( )内は%。
(2) プレハブ工務屈の創業時期
〔表I-3 J 工務屈の創業時期
大正以前 昭和(戦前) 日召手2口0-29 30-39 40-44 計
プレハブ工務庖 10 6 12 24 19 71 ( 14.1) ( 8.5) (16.9) (33.8) (26.7) (100.0) 
一般工務庖 28 19 41 30 12 130 (21. 5) ~ (14.6) (31. 5) (23.0) ( 9.4) (100.0) 
( )内は%。
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〔表I-3)によれば明らかにプレハフや工務屈の場合には創業がまだ新しく，昭和30年代以降で
6割を占め，一般工務庖とは対称をなしている。こうした傾向は，以下に見る年間施工高の高さか
ら見て，一般工務屈の場合には市場圏の獲得のために相対的に長い期間を必要としたが，プレハブ
工務底の場合にはそうした旧来の大工棟梁経営ニ町場の市場圏に入ることの限界のゆえに，新しい
住宅供給形態であるフ。レハフゃ住宅市場に登場して施工高を上げていることの反映であるといえる。
と同時に，プレハブ住宅という新規市場が，これらの比較的新しい工務庖によって担われ，旧来の
大工棟梁経営にとっては，その体質からいって即座に対応しうる市場ではなかったことを示してい
る。このことは〔表I-4)の創業時期とプレハブ施工開始年に示きれるように，昭和30年代にプ
レハブ施工を開始した工務屈は，ほぽ30年以降創業の新しい工務屈によって担われ， 40年代に入る
と，プレハフゃ住宅の普及に伴なって，新旧を問わずフ。レハフ、、施工に携わる工務庖が増加してゆく。
〔表1-4 J 創業時期ー プレハフ、、施工開始年
曜T 21 26 イロ ノ¥一 30 31 32 33 34 35 36 37 38 940 41 42 43 44 45 計25 29 
34 1 l 
35 1 1 
36 1 1 2 
37 1 111 3 
38 111 1 {尚 3 
39 1 1 1 1 1 4 
40 l 2 1 11 1 6 
41 113 2 1 1 1 8 
42 1 1 1 1 1 1 5 
43 l 2 111 1 1 211 l 1 113 16 
44 2 111 2 1 111 2 4 15 
45 1 112 1 111 7 
言十 21 1 716 517 312 213 513 213 114 413 315 71 
イ一明治以前
ロ一明治年間
ノ、一大正年間
二一昭和(戦前)
(注) これは， 44年に経営者の交代に伴って，経営組織の転換が行われたもの
〔表1-5 J 創業時期一一プレハブ施工高比率
-30% -60% -90% 90%- 不明 計
イ l 1 2 
ロ l 1 
ノ¥ 6 1 7 
昭和
1 1 2 2 6 
21-29 4 2 2 3 l 12 
30-39 10 9 2 2 l 24 
40-44 4 4 8 3 19 
計 22 17 10 14 8 71 
注
イ、明治以前
ロ、明治年間
ハ、大正年間
ニ、昭和(戦前)
プレハブ施工高比率
プレハブ施工高・売上高
年間施工高
?
?
?
?
?
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これと同時に〔表I-5)に見るようにプレハフ*施工を主業務とした工務庖が新たに開業されるよ
になった。
(3) プレハブ工務庖の従業員規模
ここでは従業員規模だけを示すと，最低 2人，最高1，980人となっているが，この最高は例外的で、，
これを除くと400人が最高で、ある。これを規模別に示すと， c表I-6) となる。これと一般工務屈
の〔表I-7)を比較してみよう。(なお，ここで従業員規模とは常用労働者と家族労働者との和
を意味し，臨時・日雇労働者は含まない。)
〔表I-6 J 従業員規模別構成(プレハブ工務庖)
人 人 人 人
以100上人規 模 2-4 5-9 10-29 30-99 小計 不明 計
企業数 7 18 31 7 5 68 3 71 
% 
構成比 10.3 26.5 45.6 10.3 7.3 100.0 
〔表I-7 J 従業員規模別構成(一般工務庖)
人 人 人 人 人
規 模 。 1 2-4 5 -9 10-30 小計 不明 計
企業数 9 9 55 41 15 129 1 130 
% 
構成比 7.0 7.0 42.6 31.8 11.6 100.0 
これを見れば，プレハブ、工務屈の規模の大きさは一目瞭然である。すなわち，プレハブ工務屈で
は 1人以下はなく， 30人以上が17.6%を占めており，一般工務屈のうち56.6%が4人以下に属すに
対し，プレハブ工務屈では， 1O ~29人階層が半数近くを占め，平均的な規模を示している。
(4) プレハブ工務屈の年間施工高
以上に述べたように，法人化率，資本金規模，従業員規模ともに，プレハブ工務屈の規模は一般
工務屈に比して，一段高い構成を示している。そこで昭和44年度の実績によって二種の工務屈の年
間施工高を〔表I-8)で比較すると，明らかに上記の規模格差に対応した格差を形成している。(プ
レハブ工務屈の場合販売のみの企業があるが，少数なので，売上高の意味をも含めて施工高と呼ぶ。)
〔表I-8 J 年間施工高規模別構成
~万円 ~ 万円 ~ 万円 ~ ~ ~ ~ ~ 
2，000 5，000 7，000 l億円 3億円 5億円 10億円 10億円 5十 不明 合計
プレハブ工務庖 5 12 9 9 (3201 .4) 3 6 4 69 2 71 ( 7.3) (17.4) (13.0) ( 13.0) ( 4.4) ( 8.7) ( 5.8) (100.0) 
一般工務届 49 (26.8) 
22 7 14 127 3 130 (38.6) (17.3) ( 5.5) ( 11.0) ( 0.8) ( 100.0) 
( )内は%
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すなわち，一般工務屈の場合の最高は 5億円であるが，プレハ7"工務屈の場合には 5億円を越え
る企業が14.5%あり，その最高は1001意円にとはね上っている。さらに一般工務屈の場合，2，000万円
以下および、5，000万円以下層が主体であるが，プレハブ工務庖の場合には 1億円前後の年間施工高が
中心をなしている。
以上，我々はプレハブ工務屈の概況を，一般工務屈と比較しつつ考察し，プレハブ工務屈の規模
の大きさを確認した。そこで，これらの諸指標の相関を分析し，同時にプレハフゃ業務のフ。レハフゃ工
務庖経営に占める比重をも見てみよう。
(5) 個人，法人(資本金規模別)別年間施工高
〔表I-9 Jによれば，一般工務屈の場合と同様，資本金規模と年間施工高との相関関係はあま
り明確で、はない。しかし 13億円以下」層が法人の31.7%を占めて最も多く資本金規模の 5つの層
にわたって分布しているが，それを境に資本金規模との相関が見られる。すなわち，資本金規模が
500万円を越える企業では20社中 1社の例外を除いて，すべて 1億円を越える施工高を上げており，
資本金500万円以下では，42社中4社を除いてみな施工高は 3億円以下である。したがって，一般工
務庖においては資本金規模が経営にとって大きな意味を持たなかったのとは異なり， 3億円を越え
る年間施工高を計上するには， 500万円以上の資本金に支えられた設備，運転資金 信用力が必要で、
あることを示している。なお個人企業は7，000万円以下の施工高階層に 8社中 7社が属しており，一
般工務庖調査における個人企業の年間施工高にほぼ等しい。
〔表I-9 J 個人・法人(資本金別)別年間施工高
みて工でEE 
万円 万円 万円 万円 万円 万円 不明 (%) 個人 A ロ 計- 100 - 200 - 500 - 1，000 - 3，000 3，000- 法人計
1 1 2 3 5 ( 3.2) 
万円
10 - 5，000 4 3 3 ( 15.9) 2 12 
万円
7 - 7，000 3 3 1 (11.1 ) 2 9 
-1億円 4 2 3 9 9 (14.3) 
-3億円 1 5 5 6 2 l 20 1 21 (31. 7) 
-5億円 2 3 3 ( 4.8) 
-10億円 1 1 2 2 6 6 ( 9.5) 
10億円~ 1 1 2 4 4 ( 6.3) 
不 明 1 l 2 2 ( 3.2) 
計 15 13 14 13 3 4 1 63 8 71 (100.0) 
(6) 創業時期別年間施工高
〔表I-10-1 Jで創業時期別に見ると，やはり戦前に創業された企業に施工高の高いものが多
い。これを 13億円以下j層とその前後にわけで表にすると〔表II-10-2Jとなる。この表によ
れば，戦前，昭和30年代， 20年代， 40年代の順に施工高の低い企業が多くなっており，前回調査の
一般工務屈とほぼ同様の傾向を示している。このことは後に示す〔表I-12Jに見るように，プレ
-116ー プレハブ工務屈の概括的特徴
ノ"7"工務底の大多数がフ。レハフゃ住宅以外の業務を行っており， したがって工務庖一般に共通した経
営資源の蓄積を必要としていることを表わしているといえよっ。
〔表I-10一日 創業時期別年間施工高 (1)
イ ロ ノ¥ 一
昭和 30-39年 40-45年 計20-29年
- 2，000万円 1 3 5 
- 5，000万円 1 3 5 3 12 
-7，000万円 l 3 2 3 9 
- 1億円 1 1 3 4 9 
- 3億円 2 2 3 9 5 21 
- 5億円 1 1 1 3 
- 10億円 1 1 1 2 1 6 
10億円~ 2 l 1 4 
不 明 1 1 2 
計 2 1 7 6 12 24 19 71 
〔表I-10-2 J 創業時期別年間施工高 (2) 
戦 月リ 昭和20年代 30 年代 40 年代
1億円以下 4 ( 26.7) 7 ( 63.6) 11 ( 45.8) 13 ( 68.4) 
3億円以下 4 ( 26.7) 3 ( 27.3) 9 ( 37.5) 5 ( 26.3) 
3億円以上 7 ( 46.6) 1 ( 9.1) 4 ( 16.7) 1 ( 5.3) 
計 15. (100.0) 11 (100.0) 24 (100.0) 19 (100.0) 
不 明 1 1 
( )内は%
(7) 従業員規模別年間施工高
(注)
イ、明治以前
ロ、明治年間
ハ、大正年間
ニ、昭和(戦前)
計
35 ( 50.7) 
21 ( 30.4) 
13 ( 18.9) 
69 (100.0) 
2 
従業員規模別年間施工高を全体としてみると1O~29人層で 13 億以下」の13企業を中心として， ， 
かなり両者の連関は出ている。ただ，従業員とはいえ，その職種構成によって企業の性格は異なる
ので職種構成を加味した考察は後述する。
〔表I-11J 従業員規模別年間施工高
2-4人 5-9人 10-29人 30-99人 100と 不明 計
- 2，000万円 3 2 5 
- 5，000万円 1 5 5 1 12 
- 7，000万円 2 5 2 9 
- 1 億円 1 1 6 1 9 
- 3 億円 4 13 2 2 21 
- 5 億円 1 1 1 3 
- 10 億円 2 2 2 6 
10億円~ 1 3 4 
不 明 1 1 2 
計 7 18 31 7 5 3 71 
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(8) プレハブ施工高とプレハブ施工高比率
プレハフ*住宅業務が工務庖経営全体に占める比重を施工高で見ると， (表I-12) となる。プレハ
フゃ施工高は昭和44年の実績で，最低150万円から最高10億円まで広汎に分布しており，5，000万円未満
(実際は3，900万円以下)で半数を占め，不明を除けば57.1%を占めている。
〔表1-12) プレハブ、施工高とプレハブ施工高比率
ごむト人工 -30% -60% -90% 90%- 不明 計(%)
- 2，000万円 13 3 1 2 19 ( 26.8) 
- 5，000万円 5 8 3 1 17 ( 23.9) 
- 1 {.意円 2 4 2 2 10 ( 14.1) 
- 3 億円 1 3 7 11 ( 15.5) 
3 億円~ 2 1 1 2 6 ( 8.4) 
不 明 8 8 ( 11.3) 
計 22 17 10 14 8 71 (100.0) 
構 成 上七 (%) 
- 2，000万円 68.4 15.8 5.3 10.5 100.0 
- 5，000万円 29.4 47.0 17.6 6.0 100.0 
- 1 億円 20.0 40.0 20.0 20.0 100.0 
- 3 億円 9.2 27.2 63.6 100.0 
3億円~ 33.3 16.7 16.7 33.3 100.0 
不 明 100.0 100.0 
計 31.0 23.9 14.1 19.7 11.3 100.0 
プレハブ施工高
プレハブ施工高比率
年間施工高
他方フ。レハブ施工高比率を見ると， 90%以上の14社のうち13社はプレハブ住宅業務に専業化して
いる。しかし，今だ60%未満に39社(不明を除くと61.9%)が分布しており，フ。レハ7'住宅の施工
を，同じ住宅建築工事の一種と見なして兼業する場合が圧倒的で、ある。
そこで， (表I-12) を2つの指標をクロスさせて見ると，プレハブ施工高比率が高まるにつれて，
プレハフゃ施工高の高い企業が増える傾向を，ほぽ指摘することができょう。しかしまた他方で，プ
レハフゃ住宅業務に専業化していながらプレハブ施工膏の低いもの，またその逆のものもある。こう
した状況は，現在のプレハブ住宅産業が，住宅市場においては定着した位置を確立したが，その生
産組織としてはまだ確立していないことの反映であり，その表現である。つまりプレハブ住宅の部
品化，規格化の現段階においては，施工工程が組立工程として純化しておらず，したがって従来の
住宅生産とプレハブ、住宅生産とが基本的には異質な生産過程として分離しきれていないのが現状で
ある。そのために，フ。レハブゃ住宅生産が専業化される物質的基盤はいまだ乏しいといえよう。だがプ
レハブ住宅のメーカー各社は，きわめて精力的に施工工程の組立工程化のため，部品化，規格化の
研究，実験を重ねている。したがって将来の方向としては，フ。レハフ、、住宅の施工を専業化してゆく
方向と，プレハブ住宅を住宅という商品の一種と見てプレハブ住宅をも含めた総合住宅企業として
成長してゆく方向とが存在するであろう。前者の傾向は今日では後述する N社の専業化の方向と，
-118- プレハフゃ工務庖の概括的特徴
建材商によるプレハフゃ住宅施工への参入としてすでに現われている。ただし後者の方向においては，
建設産業に体質的な下請制度を採用することが考えられ，そうなった場合には，施工工程は結局プ
レハフゃ住宅施工に専業化した企業が担当することになるであろうから，前者の方向の進展が基礎と
なる。いずれにせよ，プレハブ住宅の生産組織はいまだ過渡期にあるというべきであろう。
(II ) プレハブ工務届の経営者の性格
(1) 年令別学歴別構成
〔表凹-1)はプレハブ工務庖経営者の年令別学歴別構成であり， (表III-2)は一般工務庖経
営者の年令別学歴別構成である。この二つの表を比較すると，第一にプレハ7"工務屈の場合は， 30 
才台および40才台の経営者がそれぞれ30%以上を占め，やはり相対的に若い層に多い。第二に，学
歴別構成において，一般工務屈の場合は中卒者がほぼ半数を占めているが，フ。レハフゃ工務庖の場合
には明らかに学歴は高く，大卒，高卒で75.6%を占めている。これは一般工務庖経営者の場合に比
して圧倒的な比率といってよい。
これら大卒・高卒のプレハブ工務庖経営者の出身学科を見ると，大卒の場合，建築11，土木1，
理工6，商経5，法1，不明 3となっている。また高卒の場合には，建築 9，土木 1，木芸 1，電
気 1，機械 1，工業 1，商業 1，普通4，不明 7となっている。このうち建築業に関係の強い学科
の出身者は，以下に述べる技術習得の方法をも考慮するとおよそ27名と推定され，大卒，高卒者の
うち，ほぼ半数である。これは，一般工務庖経営者の大卒，高卒者のうち，建築関連学科の出身者
がほぼ75%を占めていたのと比べると，出身学科が多様化していることを表現しており，以下の考
察と合わせて考えると，プレハブ工務庖の経営者においては，その経営規模の上昇に対応して経営
〔表皿-1 J プレハブ工務庖経営者の年令別学歴別構成
:-;--之f 卒 中(旧高小)卒 高(旧中)卒 大 卒 不 明 ム口、 計(%)
30-39 4 8 10 22 ( 30.9) 
40-49 2 4 10 8 24 ( 33.8) 
50-59 3 1 5 9 ( 12.7) 
60-69 2 1 4 1 8 ( 11.3) 
70- 1 2 3 1 7 ( 9.9) 
不明 1 1 ( ， 1.4) 
合計 5 12 26 27 1 71 (100.0) 
構 成 比(%)
主τ--えf 卒 中(旧高小)卒 高(旧中)卒 大 卒 不 明 ム口、 計
30-39 18.2 36.4 45.4 100.0 
40-49 8.3 16.7 41. 7 33.3 100.0 
50-59 33.4 11.0 55.6 100.0 
60-69 25.0 12.5 50.0 12.5 100.0 
70- 14.3 28.6 42.8 14.3 100.0 
不明 100.0 100.0 
合計 7.1 16.9 36.6 38.0 1.4 100.0 
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機能への専門化が進んでいるといえよう。
〔表皿-2 J 一般工務庖経営者の年令別構成・学歴別構成
年令 人 % 
30 - 39才 23 17.7 
40 - 49 38 29.2 
50 - 59 32 24.6 
60 - 69 29 22.3 
70才以上 8 6.2 
計 130 100.0 
学歴 人 % 
卒 19 14.6 
中(旧高小)卒 59 45.4 
高(旧中)卒 33 25.4 
大 卒 19 14.6 
計 130 100.0 
(2) フ。レハフゃ工務庖経営者の現場労働への参加
上記の点について，経営者の現場労働への参加度を 1つの指標として見ると， (表III-3)のよ
うになっている。このうち「ニ，その他」はすべてが， I現場はその担当者に任せて経営者自らは参
加しない」と答えている。したがってほぼ8割の経営者が，現場労働には全く参加せず，経営機能に
専念している。一般工務屈の場合には， IイJ24.6%， IロJ20.0%， IハJ47.7%， IニJ41.6%，不
明3.1%であったから，プレハブ工務庖経営者の現場労働からの離脱の度合はきわめて高く，旧来の
町場棟梁経営におけるが如く有能な技能者であることはもはや必須の条件とはいえない。換言すれ
ば，プレハブ住宅メーカー側が，一定の資金力と経営能力を有している経営者を求めており，プレ
ハブ住宅の施工に必要な労働力が旧来の職人技能に比し相対的に単純化していることもあって，必
要な技能は，技能労働者を雇傭するか下請として組織できればよい， というのが実情ではなかろう
か。プレハブ。工務庖の法人化率の高度なことはすでに指摘したが，それもプレハブ住宅メーカーが
工務庖の選定に際して資金力と経営能力とを重視していることの反映といえるであろう。ただしこ
の点についてはさらにメーカー側への調査が必要で、ある。
〔表III-3J フ。レハフ*工務庖経営者の現場労働への参加度(学歴別)
学歴 イ ロ ノ¥ 一 不 明 メ口入 計
卒 1 。 4 。 。 5 
中 卒 4 。 7 。 1 12 
高 卒 。 1 20 4 1 26 
大 卒 1 4 16 5 1 27 
不 明 。 。 。 。 1 1 
合計(幼 6( 8.5) 5( 7.0) 47(66.2) 9(12.7) 4( 5.6) 71 (100.0) 
(注) イ.いつもー諸にやっている
ハ.見て廻る程度
ロ.時々ー諸にやっている
ニ.その他
(3) フ。レハブゃ工務庖経営者の技術習得
前回の一般工務屈の調査において，われわれは「大工工務庖」と「請負業工務庖」の二類型を指
摘した。ここでもそうした経営者の経歴からいくつかの類型を析出することを考慮、しつつ，まず，
技術(ここではいわゆる経験的熟練と知的熟練をともに建築技術と考える)の習得方法から見ょう。
〔表III-4)によると，第一に，プレハブ、工務庖経営者の場合には，徒弟経験および父兄を通じ
ての技術習得の比重が，一般工務庖経営者に比してきわめて減少している。こつした技術習得から
-120 - プレハブ工務屈の経営者の性格
得られるものはいわゆる熟練的技能であるが，すでに見たようにプレハブ工務庖の場合には経営者
にとってこうした技能=経験的熟練が，ますますその必要度を減じていることを表わしている。こ
れに反して，第二に，I専門学校J(注1を参照)および「その他J(注2を参照)の比重が一段と上昇し
ている。すなわち，経験的熟練が経営者にとって必要度を減退したのに対応して，知的熟練=専門
教育および企業経営能力がますます必要度を高めていることの証拠である。と同時に，フ。レハフゃ工
務庖が旧来の町場の大工棟梁経営とは異質な企業体へ，すなわち，経営者が生産過程，流通過程の
すべてに中心的存在であった親方職人による零細企業から，経営者が生産過程から離脱し独自の経
営機能に専念して利潤追求に励み，資本蓄積による企業拡大の可能性を持った，明確に資本家的企
業体へと転換しつつあることを表わしている。このことが前述した従業員規模などの拡大の根拠を
なしている。
〔表皿-4 J 建築技術の習得方法 (M.A) 
プレハブ工務庖 一般工務庖
人 (%) 人 (%) 
イ.徒弟に入った 18 ( 25.4) 65 ( 50.0) 
ロ.職業訓練所 。 1 ( 0.8) 
ハ.専門学校 28 ( 39.4) 12 ( 9.2) 
ニ父兄から 8 ( 11.3) 40 ( 30.8) 
ホ.その他 21 ( 29.6) 12 ( 9.2) 
へ.技術なし 4 ( 3.1) 
計 75 (105.7) 136 (103.1) 
不 明 3 2 
回答 者 数 71 (100.0) 130 (100.0) 
(4) プレハブ工務庖経営者の取得資格
(注1) ["ハ.専門学校」は，高校，大学の
建築関係学科出身者がすべて含まれる
はずで‘あるから， ["ハ」以外の回答者の
中で，このような学歴を有する経営者
を加えるとプレハブ工務庖で、は32(45.1 
%)一般工務庖では39(30.0%)となる。
(注2) フ。レハフ*工務屈の「ホ.その他jの
具体的な記述から分類すると，建築関
係会社に勤務中に習得した者8(11.3%)，
何らかの形で独学した者7 (9.9%) 
技術なし 5 (7.0%)具体的記述のない者
l (1.4%)となる。
〔表皿-5 J プレハブ工務庖経営者の取得資格 (M. A) 
イ ロ
卒 4 
中(旧高小)卒 2 
高(旧中)卒 16 
大 卒 12 8 
不 明
計 13 30 
(18.3) (42.3) 
一般工務庖計 12 73 
( 9.3) (56.1) 
( )内は%
(注) イ.一級建築士
ロ.二級建築士
ハ.一級技能士
ニ.二級技能士
ノ、 ー ホ
2 
4 
( 5.6) ( 1.4) ( 1.4) 
9 2 。
( 6.9) ( 1.5) 
ホ.不動産鑑定士
へ.職業訓練指導員
ト.その他
チ.何ももっていない
"^' チ 計 不明 回答者数
2 8 5 
4 8 17 12 
5 7 31 26 
4 5 30 27 
12 4 21 86 2 71 
(16.9 ) ( 5.6) (29.6) ( 120.6) (10.0 ) 
20 。 35 151 。 130 
(15.4) (26.9) (16.9) (10.0) 
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〔表III-5)はプレハブ工務居経営者の取得資格を学歴別に集計したものである。これによると，
学歴の向上に対応して一級建築士資格の取得者が一般工務屈に比して多く，取得資格の種類が多様
化していること，全く資格を持たない経営者が一般工務屈に比して高い比率を示していること，こ
れら以外にはきわだった相異を示していないが，無資格者が多いことは，上述の経営者機能の分化
の反映といえよう。
(5) プレハブ工務庖経営者の諸類型
われわれは前回の調査報告で，工務庖経営者の性格を主に建築業に入職した経路から類型化した
が，ここではプレハブ工務庖経営者の性格を技術修得の方法，プレハブ業務開始以前の職業等をも
とに類型化してみよう。
A……徒弟経験あるいは父兄から建築技能を習得し，以前に建築工事業あるいは大工を職業と
していた者。 (26人)
B……建築技術は専門学校で習得し，建築工事業をプレハフゃ業務開始以前に行っていた者。
(17人)
C……建築関連会社に類するところで技術系の仕事をし，後に独立して建築工事業を開始した
者。 (15人)
D……建築関連会社に類するところで事務系の仕事をしていた者および建材商，ビル管理者な
どで，技術は独学あるいは全く持っていない者。 (13人)
上記の類型化に従って，プレハブ工務庖経営者の性格を集約すると〔表III-6) ~ (表III-8)
となる。これらの表からいくつかの特徴を上げてみよう。
〔表III-6J 経営者類型別学歴構成
卒 中(旧高小卒) 高(旧中卒卒) 大 卒
A 4 10 8 4 
B 6 11 
C 5 10 
D 1 2 7 2 
計 5 12 26 27 
不 明
1 
1 
計
26 
17 
15 
13 
71 
(的 A，B，C，Dは本文
参照。
(i) 学歴ではA類型では小・中卒者があり，相対的に低い。 BおよびC類型で最も高い学歴を
示している。
(i) 技術習得の方法は，類型化の方法から当然のことであるが， A類型では(イ)と付， B類型は
全て(ロ)， c類型で、は(ロ)と付， D類型では休)と付が中心となっている。
(i) 取得資格について見ると，諸類型の特徴を反映して， A類型では二級建築士，職業訓練指
導員の資格を所有するものが多く，技能士資格はここにしかない。 B，C類型では学歴の高
きに対応して一級，二級建築士資格が多く， D類型では資格なしが半数以上を占めている。
(6) プレハブ工務庖経営者の諸類型と企業規模
以上に述べた経営者の諸類型が， (II)で分析した工務庖の企業性格とどのような連関を持って
いるかを考察してみよう。
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〔表皿-7) 経営者類型別技術習得の方法(M'A) 〔表I-8) 経営者類型別取得資格(M.A)
A B C D 言十 A B C D 計
徒イ弟に入った 18 18 ユ級建築士 2 7 4 13 
ロ
専門学校 4 17 7 28 二級建築士 15 6 6 3 30 
ノ、
父 兄から 8 8 一級技能士 4 4 
会社勤務 8 8 二級技能士 1 1 
独ホ 学・他 1 1 5 7 不ホ動産鑑定士 1 
" " 技術なし 5 5 職業訓練指導員 9 2 1 12 
与の他 1 1 与の他 1 1 1 1 4 
5十 31 17 17 10 75 資チ 格なし 7 3 3 8 21 
不 明 3 3 計 40 19 14 13 86 
回答者数 26 17 15 13 71 不 明 2 2 
回答者数 26 17 15 13 71 
(i) 個人，法人(資本金規模別)別経営者類型
第I章の資本金規模別年間施工高の項で、述べたように，資本金500万円が1つの境界を形成してい
たが，この点を考慮、しつつ〔表皿-9 Jを見ると，第一に，最も町場的性格の強いA類型において
は，個人企業の 5社を含めて総体的に最も資本金規模が低い。第二に C類型が最も資本金規模の高
い構成を示しており，半数が， 500万円以上の層に分布している。そしてB類型はAとCとの中間に
位置しており，町場的性格を持った企業を含んでいると考えられる。第三に， D類型は建材商など
を含むため資本金の高いものも含むが，総体的には資本金規模は低い
〔表111-9) 個人・法人(資本金規模別)別経営者類型
万円 万円 万円 万円 万円 万円
不明 法人計 個人 合計- 100 - 200 - 500 -1，000 -3，000 3，000-
A 7 5 5 3 1 21 5 26 
B 4 4 1 6 15 2 17 
C 2 1 4 3 1 3 1 15 15 
D 2 3 4 1 l l 12 1 13 
計 15 13 14 13 3 4 l 63 8 71 
(i) 経営者類型別年間施工高
年間施工高は〔表lII-lOJに見るように，資本金規挟と対応して， A類型では5，000万円以下が半
数にも達し， 5，000万円以下の17企業のうちの13企業を含んでいる。そして 3億円を越える企業が全
くない。こうした傾向は，一般工務庖における施工高の水準を多少上回る程度であり，従来の工務
屈が，将来にわたる安定的な受注を確保するためにプレハブ住宅の施工をも手掛けるようになった
場合が多いと見ていいであろう。
これに対し， c類型が最も高い施工高分布を示しており，~の企業が 5 億円以上， 70%強が 1億
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円以上である。次いで、資本金規模の低いものが多かったD類型が，500万円以下から10億以上まで広
汎に分布してD類型の多様な性格に対応しつつ，相対的に高い施工高を示している。 B類型も同様
に広汎に分布しているが，その性格上A類型と C類型の両方の性格を持っていることの反映であろ
うと思われる。
〔表凹-10) 経営者類型別年間施工高
~ 万円 ~ 万円 ~ 万円 ~ ~ ~ ~ ~ 
2，000 5，000 7，000 l億円 3億円 5億円 101.意円 10億円 不明 計
A 3 10 3 3 5 2 26 
B 2 1 3 1 7 1 1 l 17 
C 1 3 5 1 3 2 15 
D l 2 2 4 1 2 1 13 
計 5 12 9 9 21 3 6 4' 2 71 
(i) 経営者類型別従業員規模
年間施工高が従業員規模とかなり高い相関関係を示していることは〔表I-9)で示したが，こ
れを経営者類型とクロスさせると〔表II-11) となる。
これによれば， AおよびB類型の相対的な小規模性(一般工務屈に比べれば一段と規模は大きいが)
とCおよびD類型が相対的に大きいことが見てとれる。そして， D類型において資本金規模が相対的
に低いにもかかわらず，年間施工高が高かったことは，この従業員規模の高さによって説明されよう。
以上の経営者類型と企業規模との相関によれば， A類型の小規模性， c類型の相対的な規模の大
きさ，そしてB類型のその中間的性格， D類型の多様き等を指摘しうるが，それらの相関関係はか
なり大まかな指摘である。そこでさらに，プレハブ、施工高比率において90%以上を示す専業化した
プレハブ、工務庖を中心に経営者の性格との関係を示そう。
〔表凹-11) 経営者類型別従業員規模
2-4人 5-9人 10-29人 30-99人 100人~ 不明 言十
A 4 8 12 1 1 26 
B 2 7 8 17 
C 1 1 7 1 4 l 15 
D 2 4 5 1 l 13 
計 7 18 31 7 5 3 71 
(7) 経営者の性格とプレハブ住宅業務
(i) 年齢・学歴とプレハブ施工高比率
〔表I-12) 経営者の年令とプレハブ施工高比率
30-39才 40-49才 50-59才 60-69才 70才以上 不明 1口入 計
- 30 % 10(47.6) 4(20.0) 2(22.2) 3(42.9) 3(50.0) 。 22 ( 34.9) 
- 60 % 6 (28.6) 5(25.0) 2(22.2) 1(14.3) 3(50.0) 。 17 ( 27.0) 
- 90 % 2( 9.5) 2(10.0) 4(44.5) 2(28.6) 。 。 10 ( 15.9) 
90 % - 3(14.3) 9(45.0) 1 (11.1) 1(14.3) 。 。 14 (22.2) 
計 21( 100.0) 20(100.0) 9( 100.0) 7(100.0 ) 6(100.0) 。 63 (100.0) 
不 明 l 4 1 1 1 8 
( )内は%
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40才台および50才台がプレハブ、住宅施工経営者の中心的担い手であったが，フ。レハフゃ施工高比率
との対応においてもこの世代においては，高い比率の工務屈が多く， 90%以上では40才台が14人中
9人を占めている。
学歴別に見ると， (表皿-13)に示されるように，高校卒が最も高く， 90%以上では14人中 9人
を占めている。
〔表凹-13J 学歴とフ。レハフゃ施工高比率
卒 中(I日高小)卒 高(旧中)卒 .大 卒 不明 A 口 計
- 30 % 2 ( 50.0) 4 ( 36.4) 7 ( 30.4) 9 ( 37.5) 。22 ( 34.9) 
- 60 % 1 ( 25.5) 2 ( 18.2) 4 ( 17.4) 9 ( 37.5) l 17 ( 27.0) 
- 90 % 1 ( 25.5) 3 ( 27.3) 3 ( 13.0) 3 ( 12.5) 。 10 ( 15.9) 
90 %- 2 ( 18.2) 9 ( 39.1) 3 ( 12.5) 。 14 ( 22.2) 
ムo、 計 4 (100.0) 1 (100.0) 23 (100.0) 24 (100.0) 1 63 (100.0) 
不 明 1 l 3 3 8 
( )内は%
( i) プレハブ開始以前の職業とプレハブ施工高比率
〔表皿-14J プレハブ住宅業務開始以前の職業とプレハブ施工高比率
-30% -60% -90% 90%- 不明 計
(1)建築工事業 13(16) 8(12) 3 (4) 2 2 28(36) 
(2)大工工事業 2 1 2 (3) 1 (3) 2 8(11) 
(3)土木建築設計 1 1 
(4)現場監督 1 1 2 (1) 4 (5) 
(5)建築会社工事課長 1 1 
(6)建築会社事務 1 2 (3) 3 (4) 
(7)経営者 1 2 3 
(8)建材商 2 1 1 4 
(9)橋梁 1 1 
。。道路舗装 1 1 
(1)配管設備工事 1 (2) 1 (2) 
(12)不明 4 (0) 5 (1) 2 (0) 3 (0) 2 (1) 16 (2) 
計 22 17 10 14 8 71 
(注) 0 1(7)経営者」は， 3名とも，建設業関係の企業を経営していた。
。表中の()内は「仰)不明」のうち他の設問項目から分類可能なものを加えた数字。したがっ
て「不明」の()内は，分類されたものを号|いた数字。なお 1(12)不明」のうち残った 2名は，
60%未満はビル管理， 1不明jは建設省を退官後現在の会社の社長に就任したもの。
フ。レハブ住宅業務開始以前の職業についてはさまざまな回答があったが， (表皿-14)に示すよ
うにまとめられる。これによると，いわゆる工務底経営((1)および、(2))からプレハブ住宅業務を始め
た経営者が47名 (66.2%) を占めて最も多いにもかかわらず，その施工高比率は低いものが多い。
これに対し， (3)(4)(5)(6)(7)など建設会社などに勤務し，後に独立して建設業を開業しプレハブ、住宅業
務を開始した経営者においてはプレハブ、住宅業務に専業イ七しているものが多い。専業化しているも
ののもう 1つのタイプは(2)で，大工職人あるいは小親方であったものが独立してプレハブ専門の工
事業者になる例である。
?? ????
以上の調査結果から経営者の性格とフ。レハフや住宅業務へのかかわりとの関係を要約すれば，次の
ようになる。
我々が調査開始にあたって前提したように，今日のプレハブ工務庖は，現在のフ。レハ7+住宅の技
術的発展段階に対応して，施工段階を旧来の建築工事業者に依存せざるをえなかった。しかし，そ
うした中から， とくに昭和40年代に入って以降フ。レハフや住宅業務に専業化した企業が登場した。こ
れらの企業の経営者には二つのタイプがあり，一方は建設会社に勤務しつつ経営技術を学び，独立
して建築工事業を開業してフ。レハフゃ住宅業務に携わった人々であり，他方は大工職人から新しい市
場を求めてフ。レハ7"住宅の施工に専門的に従事する人々である。そしてこれらの経営者は今日では
30才台， 40才台が中核となり，その多くが高卒あるいは大卒の学歴を持っている。
(N) プレハブ住宅メーカー別分析
以上の分析においては，プレハブ工務屈の側からその特徴を見てきた。しかし，プレハブ住宅の
販売，施工の現状は，工務庖側によりも，メーカーの側の経営方針に影響される側面がはるかに強
いと考えられる。プレハブ住宅の商品化がなされていまだ10年余，しかもその商品としての特質から，
新しい開発，改良は不断になされており，したがってその施工過程は，その開発，改良に対応せね
ばならず，自然にメーカー側がイニシアティブを握らざるをえない。プレハブ工務庖は，そうした
プレハブ住宅に関する情報をメーカー側より入手しつつ，その指導の下に経営を進めざるをえない。
とくに町場棟梁経営からプレハブ住宅業務に入った経営者の場合には，旧来は， 自ら市場を開拓し
てゆくというより，さまざまの縁故関係を契機としてやってくる需要者を待って受注し，受注すれ
ばその施工において自らのすぐれた技能を発揮して，需要者の要求に答え，それが潜在的な市場開
拓の手段となっていた。しかし今や，プレハブ、住宅という新しい商品を旧来の一戸建住宅市場に登
場させ，競争に勝ってゆかねばならない。それには市場開拓のための諸手段が必要である。この機
能は，こうした工務底によって果されるものではない。したがって，メーカーは新商品の販路拡張
のために最大限の努力をする。それは流通過程，施工工程へのメーカーの介入の度を強める。
つまり，市場開拓の面からも，またプレハブ住宅が新しい開発・改良の過程にあることからも，
メーカーの経営方針がプレハブ工務屈の経営を規定するきわめて重要な要因となるのである。
そこでコこの章では提携のメーカー別の分析を試みることにしよう。
〔表N-1J プレハブ材質と提携メーカー別プレハブ工務庖数
λぐこ M N 。 P Q R S 計
イ 21 2 1 24 
ロ 1 23 11 3 2 1 1 42 
イ・ロ 2 2 l 5 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(注)
イ.木質系
ロ.鉄骨系
イ.ロ.木質系鉄骨
系両方とも施工し
ているもの
(1) 調査対象の提携メーカー別構成
〔表羽-1 Jはプレハブ住宅の材質別と提携メーカーとを表示したものである。なお対象選定に
際してメーカーから提供された工務庖名簿を基礎としたため，当該工務庖名が記載されている名簿
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を提供されたメーカー名を「提携メーカ-Jとしている。したがって，調査時点で提携メーカーが
変更している場合もありうるし，二社以上のメーカーのプレハブ住宅を取扱っている場合には，ー
ネ土しかわからないことになる。
〔表N-2 Jは提携メーカー数を示す表であるが， 60企業が一社のみであり，中でも N社系列の
工務屈の場合には他のメーカーと提携しているものが全くない。
〔表N-lJによれば，標本がM，N， 0の三社にかたよった構成になっており，以下の分析に
かなり制約を与えている。したがって提携メーカー別分析では，この三社の比較が中心とならざる
をえない
〔表N-2J 提携メーカー数と提携メーカー
M N 。 P Q R S 計
(イ)1メーカー 21 23 10 3 l 1 1 60 
(ロ')2メーカー 2 3 2 1 8 
('-) 3メーカー 1 1 
Lニ)4メー カー ，
以上 1 1 
不 明 1 l 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(2) プレハブゃ工務屈のプレハブ住宅業務の開始年
〔表VI-3 Jによると，これらのメーカーがプレハフゃ住宅の施工のために工務屈を組織し始めた
のは，この調査では， 0社の昭和34年が最初で、全体的に40年代に入って急速に組織化が進んでいる。
そしてN杜は， M社O杜に比して後発メーカーといってよしその多くが43年以降組織化された工
務庖である。
なお，以下の分析においても同様で、あるが，メーカー別の分析においては，プレハブ住宅メーカー
に対する充分な調査を行うことによって補われなければならないだろう。
〔表N-3 J 提携メーカー別プレハブ業務開始年
区益とこ M N C P Q R S 計
昭和34年 1 1 
35 1 1 
36 1 1 2 
37 1 2 3 
38 2 l 3 
39 1 l 1 1 4 
40 2 l 2 1 6 
41 2 3 1 l 1 8 
42 5 . 5 
43 6 6 3 1 16 
44 4 6 3 2 15 
45 2 4 l 7 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
プレハブ住宅別メーカ一分析 ?????
(3) 個人・法人別，資本金規模別構成
(表N-4)には提携メーカー別の特徴が明瞭に読みとれる。すなわち， N社とその他のメーカ
ーとの相異である。 N社にあっては資本金500万円を越える企業が半数を越えるにもかかわらず，他
のメーカーが提携する工務屈はほとんどが500万円以下である。とくに木質系のM社は，個人企業を
含めて58.3%が資本金100万円以下であり，その規模の小さいことを明らかに示している。
(表N-4 J 個人・法人(資本金別)別と提携メーカー
M N 。 P Q R S 計
~ 100万円 10 1 2 1 l 15 
~ 200万円 4 4 3 2 13 
~ 500万円 4 5 2 2 1 14 
- 1，000万円 2 6 4 1 13 
- 3，000万円 2 1 3 
- 5，000万円
- 7，000万円 2 2 
- 1億円
1億円~ 2 2 
不 明 1 1 
イ固 人 4 2 l 1 8 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(4) プレハブ工務屈におけるプレハフゃ住宅業務
上記の最大の根拠は〔表N-5)に示したプレハブ住宅業務の内容にある。
すなわち，プレハブ住宅の現状からみてメーカーによるプレハブ工務庖への経営指導の重要性を
先に指摘したが，この表にみるように， N社は施工工程だけではなく販売業務をも工務屈に委任し
ており，他のメーカーは基本的には施工工程の担い手としてプレハブ工務庖を性格づけている。こ
の両者の相違はプレハブ工務屈の性格を規定する時，きわめて大きな要因となる。
〔表N-5) フ。レハブ業務へのかかわりと提携メー カー
M N 。P Q R S 計
イ 23 1 10 4 3 1 l 43 
ロ 1 1 
ノ¥ 1 22 3 1 27 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(注)
イ.施工業務のみ
ロ.販売業務のみ
ハ.施工・販売業務の両方
N社のプレハフゃ工務屈の場合には，マス・メディアを通ずる全国的な市場開拓，宣伝活動におい
ては他のメーカーと同様にメーカー側の手で行われるが，ある工務屈がその市場範囲と考えられる
地域においては，自ら市場開拓をすることが必要とされており，したがってプレハブ住宅のモデル
住宅を設営した展示場などをも必要としており， c表N-4 Jに示したように資本金規模の格差が
明瞭に出てくる。
この相異は〔表N-6)に示したプレハブ住宅の受注方法の相異にも共通している。工務庄が自
ら施主を開拓して受注しているのはN社以外には， M杜O社の各一企業だけ。他はすべて，メーカー
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あるいはその代理屈が施主の開拓，施主との折衝を行い，プレハブ工務屈は施工工程だけに限定さ
れている。不明の17企業もメーカーの経営方針から見て，ほぽ上記の傾向と同様と見てよいだろう。
そしてこの傾向は，施工代金の受取経路と対応する。(表N-7Jによれば， N社においては，
メーカーからだけ施工代金を受取る企業は 3企業のみ，施主からの受注を基本としているものが，
17企業で，これがN社系列のプレハブ工務庖の基本的な施工代金受取方法となっている。これに反
して他のメーカーでは，施主から受取るものはまれて1 メーカーあるいはその代理屈から受取って
いる。
〔表N-6 J 提携メーカー別プレハブ住宅受注の方法
M N 。P Q R S 
イ 21 1 7 5 3 1 1 
ロ 13 
ノ、 1 1 
不明 2 9 5 1 
言十 24 23 13 5 3 2 l 
〔表N-7J 施工代金の受取経路
M N 。P Q R S 
イ 10 1 
ロ 22 3 10 5 2 1 1 
イ・ロ 2 5 3 
ノ¥ 1 
イ・ハ 1 
イ・ロ・ハ 1 
不明 2 1 
計 24 23 13 5 3 2 1 
百十
39 
13 
2 
17 
71 
計
1 
44 
10 
1 
1 
1 
3 
71 
(注)
(注)
イ.メーカーor代理屈から受注
ロ.独自に施主から受注
ハ.その他(但し，記入されたものは，
自社とメーカーとの両方を含むも
の)
イ.施主から
ロ.メーカーから
ハ.その他
具体例
(i) 与kローン
(i) ローン80%，施主20%
(i) ローンのみメーカーから
以上の分析から結論づければ， N社系列のプレハブ工務庖は，単なる施工工程の担当者ではなく，
メーカーからプレハブ住宅の各部品を仕入れ，それを組立て，内装をほどこして需要者に販売して
おり，流通過程と生産過程をともに担当することによってメーカーからは独立した資本の循環を行
っているものと考えられる。したがって，旧来の町場棟梁経営のように，職人的技能を基盤として
存立するものではなく，経営者は経営機能に純化した存在となりつつある。
これに対して他のメーカ一系列の工務庖の場合には，施工工程のみを担当する場合が基本的で，
そこでは流通過程の担当者はメーカーあるいはその代理屈によって行われ，プレハブ工務屈は施工
工程を担当する下請の位置におかれている。
つまりプレハブ工務屈の将来の方向としては，流通，施工の両過程を遂行していく方向，町場棟
梁経営を基盤として市場の確保の一助としてプレハブ施工を請負っていく方向，木造，鉄骨造，鉄
筋コンクリート造などの住宅建築と合わせて総合住宅生産企業としてプレハブ施工をしていく方向，
などが考えられる。しかし，現在のところこれらのプレハブ工務庖のプレハブ施工高比率はかなり
低ししたがって旧来の一戸建注党住宅を施工しつつ，プレハフ*住宅の施工に当っているのは，こ
うした将来の方向がまだ定まっていないプレハ7"住宅の生産構造に対応して，施工工程の担当者で
プレハブ住宅メーカー別分析 ? ??????
あるプレハブ、工務庖も，将来の方向に対して結論が出ていない状況にあることの表現であろう。
そこで施工工程だけを担当している工務屈に対して，プレハブ住宅の販売業務を希望するか否か
を問うた設問に対する回答を見ると，希望するもの17，希望しないもの24，不、明 2となっている。
このように希望しないものが多いことは，その経営者に職人出身者が多いことによるが，その具体
的理由として記入されたものを見ると，利潤率の低き，資金の必要 (M社系列の工務庖で「保証金
500万円，展示場をーヶ所設立，これが販売業務開始の条件とされており，営業資金をも考えると不
可能」と記入されたものがあった)などのため販売業務まで手掛けようと思わないというものが多
い。したがって，現状のように，注文住宅の受注の聞にプレハフゃ住宅の受注を行って，仕事量を確
保する程度にしかプレハブ住宅業務にはかかわらない。
〔表N-8 J 現在と将来の営業の重点
コ子之ミ イ ロ 半イ・ロ々 ・ 不明 計
イ 17 8 1 2 28 
ロ 3 20 1 24 
イ ロ 3 4 7 
不 明 l 1 10 12 
百十 21 32 6 12 71 
(注) (イ)フ。レハブP住宅の販売・施工
(ロ)その他の業務
「将来についてJの「ロjの具体例
「ロjと解答した例 31件
(i) 具体例に記入してないもの 71 
(i) IイJ， Iロ」を等分にといつもの 71 
(ii) プレハブ建築は利益が薄いといつもの 31 
(iv) プレハブ、以外の一般建築(木造・鉄骨)等にすすむ 61 
(v) 一般建築とフ。レハフ、、を併行してゆく 21 
(vi) フ。レハフゃ受注が少ないことと，職人がフ。レハフ、、を嫌がる 11 
(vi) 建材販売
(咽)施主の注文を中心にしてゆく
(吋 ビル工事の元請，建売り住宅 11 
(x) 空調事業部
(iX) 経営重点は建築総合請負であるがS45.6月プレ部門を新設，力を入れていく。 11
では将来のプレハブ住宅生産の姿はどう予測されるであろうか。この点については，プレハブ住
宅の技術的発展に大きく依存している。すなわち，施工工程が組立工程として純化していないこと
が，現在のようなフ。レハフゃ住宅生産の工務庖への依存をもたらし，その生産組織の不定型な姿を結
果していた。しかし技術的改良が一層進展し，プレハブ、住宅の規格化，部品化が進んで施工工程が
組立工程として純化していくならば，そこでの技術的基盤は，従来の職人的技能からは完全に脱皮
し，新たなフ。レハ7"住宅施工技術として独立せざるを得ない。その段階に達する時には，現在のプ
レハフゃ工務庖は，フ。レハ7"住宅か一戸建注文住宅かに専業化するか，新たなフ。レハフゃ住宅施工技術
を持つ労働者を養成していって，総合住宅生産企業として両方とも施工していくか，いづれかの道
を選択せねばならない岐路に達するであろう。そしてこの段階では，メーカーとしてもフ。レハフ、、住
宅施工を完全に行いうる施工業者が必要で、ある。現在すでに現われているものとしては， N社の如
く，技能講習を実施はするが，基本的にはそうした施工能力は独立した経営体であるフ。レハフゃ工務
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屈の責任のもとに置くものがあるが，他のメーカーにおいてもこの点を問題とせざるをえない時点
が到来するであろう。
〔表N-8 Jは現在と将来における営業の重点を，プレハブ住宅においているか，他の業務にお
いているかを集計したものである。これによれば，現在はプレハブ以外の業務に中心があるが将来
はプレハブ住宅業務に重点を移そうとする企業が8社あるが，逆の例も 3杜ある。この現状をどう
判断すべきだろうか。フ。レハ7"に重点を移すものがあることを評価すべきか，あるいはその数が少
ないこと，逆の転換の存在を問題にすべきか。今後にかかっているとしかいいようがない。ただし，
現在プレハブ以外の業務に重点を置く企業のうち20社が，将来においても重点を変更しないとして
いる事実は，できればフ。レハフゃ住宅施工よりも一般建築施工で進みたいという現われてやはなかろう
か。
なお，メーカーから工務庖への資金融資は， N杜を含めて全く行われていないことを付記してお
(5) 提携メーカー別に見た経営者性格
以上の分析に対応して提携メーカー別の経営者類型も〔表N-9 Jに示されるように， N社の特
質を明瞭に示している。すなわち，他のメーカ一系列の工務屈にあってはA類型B類型が圧倒的で、
あるが， N社系列にあっては，流通過程をも担当せねばならないため施工技術よりも経営能力，資
金力等が必要で、あり， したがってC類型D類型が中心的な担い手となっている。
〔表N-9 J 提携メーカー別経営者類型
M N 。 P Q R S 計
A 11 5 5 2 1 1 1 26 
B 8 3 5 l 17 
C 2 9 2 1 1 15 
D 3 6 l 2 1 13 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(6) 提携メーカー別に見た工務庖規模
先に資本金規模については述べたが，さらに施工高，従業員規模について見てみよう。
〔表N-10J 提携メーカー別年間施工高
~ 万円 ~ 万円 ~ 万円 ~ ~ 一 ~ 不明 言十2，000 5，000 7，000 1億円 3億円 5億円 10億円 10億円
M 4 6 6 4 3 1 24 
N 1 13 2 3 2 2 23 。 3 1 1 4 1 2 1 13 
P 1 l 2 1 5 
Q 2 l 3 
R l l 2 
S 1 l 
計 5 12 9 9 21 3 6 4 2 71 
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(i) 提携メーカー別の施工高分析
まず年間施工高規模を〔表N-10Jで見ると， N社系列工務庄の高きが目立っているが，ここに
おいてはプレハブ住宅の販売業務も行っており，したがってプレハブ施工高においても同様にプレ
ノ¥フゃ住宅の売上高が入っている。これに比してM杜は低い階層がきわめて多く，はっきり対称を示
している。そしてプレハブ施工高比率を見ると， N社においても30%未満にかなり分布しているが，
90%以上の14企業中， 8社がN社系列である。ここにも前述してきたN杜の特質が現われている。
次に昭和44年度のフ。レハフゃ住宅工事について記入された実態から，工務庖毎に一棟当り平均工事
規模を金額で算出し，これを提携メーカー別に表示すると〔表N-13J となる。ここでも N社系列
の工務庄は販売，施工ともに含んでいるので，施工の請負金額とすれば，このほぼ 5~6 割になる
と見なければならない。そうして見ると，各社ともあまり相違はなく， 200万円前後が一般的のよう
である。
〔表N-11J 提携メーカー別プレハブ施工高
万円 万円
-1億円 -3億円 3億円~ 不 明 言十- 2，000 - 5，000 
M 9 7 4 2 2 24 
N 1 2 5 8 3 4 23 。 4 5 1 1 2 13 
P 3 1 1 5 
Q 1 1 1 3 
R 1 1 2 
S 1 1 
計 19 17 10 11 6 8 71 
(表N-12J 提携メーカー別プレハブ施工高比率
- 30 % - 60 % - 90 % 90 % -不 明 計
M 5 7 6 4 2 24 
N 6 2 3 8 4 23 。 5 7 1 13 
P 2 l 1 1 5 
Q 2 1 3 
R l 1 2 
S 1 1 
計 22 17 10 14 8 71 
(i) 提携メーカー別従業員規模
提携メーカー別に従業員規模を見ると，先に示した年間施工高規模に対応してN社系列の工務庖
が一段と大きな規模を示しており，すべて10人以上である。これに対して木質系のM社においては
年間施工高の低さに対応して最も小規模で、，ほぼ一般工務底の規模に等しく，町場棟梁経営的側面
を表わしている。
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〔表N-13) 提携メーカー別平均工事規模(1棟あたり金額)
冶六と M N 。 P Q R S 計
50以下 1 1 
100 " 2 1 1 4 
150 " 5 1 1 7 
200 " 9 2 3 2 16 
250 " 2 1 1 1 1 6 
300 " 1 l 2 
350 " 3 3 
400 " 2 2 
450 " 3 3 
500 " 1 l 
550 " 2 2 
600 " 1 1 
650 " 1 4 5 
651 - 1 2 1 4 
不 明 1 8 5 14 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
〔表N-14J 提携メーカー別従業員規模
M N 。 P Q R S 計
2-4人 6 l 7 
5-9人 1 l 3 1 l l 18 
10-29人 6 13 9 1 2 31 
30-99人 1 5 1 7 
100人~ 3 1 1 5 
不 明 2 1 3 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(v) プレハブ住宅施工過程におけるメーカーと工務屈の関係
(1) プレハブ住宅の設計・見積り
〔表V-1 J プレハブ住宅の設計・見積り (M・A)
イ ロ ノ、 一 不明 計
M 2 23 1 26 (注)
N 23 23 イ.自分のところで施主と折衝して行う。 2 13 
P l 4 
Q 3 
R 1 
S l 
計 28 45 
1 
1 0- 1 
15 
5 
3 
2 
1 
75 
ロ.メーカーが
ハ.代理屈が
ニ.その他 " 
プレハフゃ住宅施工過程における
メーカーと工務屈の関係 ? ?? ?
以下では，フ。レハフや住宅の施工過程においてメーカーがどのような介入の仕方をしているかを見
ていこう。
まず，設計・見積りにおいては， (表v-1 Jが示すように，提携メーカー別の特徴に対応して，
N社系列ではすべて自社で、行っているが，他のメーカ一系列の工務屈においては，ほとんどメーカ
ーが施主と折衝して行っている。そこで標準設計以外の特別注文があった時どうするか。(表v-
2 )では，施主と折衝していない工務屈も回答しているが，これを施工の過程で、特殊に必要になっ
た場合，あるいは折衝に当っているメーカーの対応に関する工務屈の意識と考えてみると，なんら
かの形で、需要者の要求に答えており， I断わる」とするものは少ない。工務庖自ら独自にパネルの作製
まで行うものは16企業あるが，全般にメーカーに依存しているといえよう。
〔表V-2 J 標準設計以外の特別注文に応ずるか (M. A) 
イ ロ ノ¥ 一 不明 計
M 5 9 4 6 24 
N 12 4 4 2 1 23 。 4 5 5 14 
P 1 2 2 5 
Q 1 1 1 3 
R 1 l 1 3 
S l 1 
言十 22 20 16 10 5 73 
(注)
イ.パネル寸法の加工を必要としない
ものなら応じる。
ロ.寸法違いのパネルをメーカーに注
文して応じる。
ハ.寸法違いのパネルを独自に加工して応じる。
ニ.ことわる。
(2) プレハブ住宅部品の入手方法
〔表V-3)によると N社系列以外はほとんどすべてメーカーから支給されており，メーカー側
の方針によって規定されている。
これを仕上げ材について見ると， (表V-4)のように，独自に建材商から購入する企業が51
(71.8%)あり，全くメーカーに依存するものが20(28.2%)ある。仕上げ材の施工金額に占める
比重はわからないが，ここでは工務屈の独自性が存在している。
〔表V-3 J プレハブ住宅部品の入手方法
M N 。 P Q R S 計
イ 23 23 
ロ 21 12 5 3 1 1 43 
ノ¥ 。
イ・ロ 2 1 3 
不明 1 1 2 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(注)
イ.購入している
ロ.メーカーからの
無償支給
ハ.その他
(3) プレハブ住宅資材の現場への搬入
〔表V-5)に示したような集計結果となっているが，設問に対する選択肢が不充分なためあま
り明確に出ていないが，メーカーからプレハブρ住宅部品を購入している N社系列の工務屈において
も23企業中16企業が，メーカーから搬入きれており，自ら在庫している部品を搬入している企業は
??? プレハフゃ住宅施工過程における
メーカーと工務屈との関係
5企業にすぎない。
〔表V-4 J 仕上げ材の入手方法 (M.A)
イ ロ ノ¥ 一 不明
M 1 6 21 28 I 
N 17 13 30 。 2 3 10 1 
P 2 3 
Q 1 3 4 
R 1 1 2 
S 1 .1 
計 20 13 51 1 l 
〔表V-5 J フ。レハフ。住宅資材の現場への搬入(M.A) 
イ ロ ノ¥ 一 不明 百十
M 17 1 1 29 
N 16 5 4 l 。 9 7 1 1 18 
P 4 l 5 
Q 2 2 1 5 
R 1 l 1 3 
S 1 1 
計 50 5 26 2 4 87 
〔表V-6 J 作業場の利用方法(M. A) 
(イ)プレハブ住宅部品の資材置場 ……18 
(ロ)プレハブ住宅部品の特別加工や仕上げ材の前加工・.....17
付プレハブ住宅以外の工事の下ごしらえ ……31 
付その他 …… 8 
不明 …… 1 
作業場を持たないもの ? ?? ?
(注)
イ.プレハフソーカーからの規格に従って
メーカーから購入
ロ.プレハブメーカーからの無償支給
ハ.独自に建材商から購入している
ニ.その他
(注)
イ.一式でメーカーから搬入される。
ロ.標準部品を独自に購入，在庫して搬入
する。
ハ.仕上げ材だけは独自に購入して搬入する。
ニその他
このようにプレハブ住宅部品の在庫はほとんと守の企業が行っていないから， c表V-6)に示す
ように，作業場のない工務屈が16企業 (22.5%) とかなりに上る。作業場の利用方法もプレハブ住
宅関係での利用は低く，プレハブ住宅以外への利用度が高い。
以上，設計，見積り，プレハブ住宅部品の入手，仕上げ材の入手，そしてそれらの現場への搬入
等を見ると， N社系列の工務庄のように販売，施工を共に行っている工務屈の場合には，メーカー
の代理屈的機能をも果しており，施主との折衝を行い，自らメーカーからプレハブ住宅部品を購入
している。これに対し，他の工務屈の場合にはほとんどがプレハブ住宅の施工だけを行っているた
め，自らの資本としての自立性は仕上げ材の購入に限定されており，施工工程を担当する下請企業
の地位しか持ち得ていない。だが， N社系列の工務庖においても，プレハブ住宅の部品を購入，在
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庫し需要に対応させている工務屈は 5企業に過ぎず，この事実がメーカーと工務屈との関係におい
て何を物語るかは不明であるが，考慮すべき問題をはらんでいるように思われる。
(VI ) プレハブ工務庖従業員の分析
すでに第I章で従業員規模構成を示し， 1O~29人規模が一般的であり，一般工務庖より一段と高
い規模構成を示していること，そして従業員規模が施工高との聞にかなり明確な相関関係を保持し
ていることを指摘した。そこでこの章では，プレハブ工務屈の従業員をその職種構成から分析し，
あわせてパネル組立にたずさわるプレハブ工および、大工の下職労働者について若干ふれてみよう。
(1) プレハブ工務屈従業員の職種別構成
まず〔表VI-1 Jによって従業員規模別に職種別構成を見ると， 100人以上の企業はほとんど具体
的な回答がなかったので考察が困難で、あるが，職種では大工，フ。レハブ、工，現場監督，事務職員，
技術職員が中心的構成員となっている。職種別構成を前回調査の一般工務庖( (表VI-3J) と比
較すると， プレハブゃ工が新たに加わっていること，大工の比重がフ。レハフゃ工と足しても一般工務屈
をはるかに下まわり，他方，事務職員，技術職員の比重がきわめて高くなっている。つまり一般工
務屈においては，経営者の機能が現場施工過程から分離する傾向を指摘したが，依然として営業活
動から現場監督的機能に至る多様な機能を果しているのが一般的であった。しかしここに示された
プレハブ工務屈の場合には，従業員規模の拡大とともに，一層経営者の機能を分化きせ，それが事
務職員，技術職員等の比重の増大となっているといえよう。
〔表VI-1 J プレハブ工務屈従業員の職種別規模別構成と構成比(%)
2 人 5人 10人 30人 100人
計-4 -9 -29 -99 以上
人 人
2-4 5-9 
大 工 10 46 110 55 20 241 58.8 38.6 
プレノ、ブ工 10 54 23 9 96 8.4 
現場監督 4 18 68 35 125 23.5 15.1 
事務職員 3 36 139 69 6 253 17.7 30.2 
技術職員 32 5 37 
と ぴ 11 11 
左 官 1 3 4 0.8 
土 工 3 10 13 I 
運転手 l 3 2 6 0.8 
その他 4 22 35 61 3.4 
言十 17 116 445 234 35 847 100.0 97.3 
回答企業数 6 18 28 6 1 59 
回答企業の 17 119 504 292 153 1085 総従業員数 100.0 100.0 
不明企業数 1 。 3 1 4 9 
(注)(1)現場監督の中には「現場員」と記入されたものを含む。
(2)事務職員の中には「営業・展示場要員・住宅相談員」と記入されたものを含む。
(3)技術職員の中には「設計・積算・技術」と記入されたものを含む。
人
10-29 
21.8 
10.7 
13.5 
27.6 
6.4 
2.2 
0.6 
0.6 
0.6 
4.4 
88.4 
100.0 
(4)その他は，-I社員・製材工・土木・雑役・建具・クロス・ペンキJなどと記入されたもの。
人
30-99 
18.8 
7.7 
11. 9 
29.3 
1.7 
3.4 
0.7 
11.9 
85.4 
100.0 
100人
以上 言十
13.1 22.2 
5.9 8.8 
11.5 
3.9 23.3 
3.4 
1.0 
0.4 
1.2 
0.6 
5.6 
22.9 78.0 
100.0 100.0 
(5)回答企業の総従業員数より従業員数計が少ないのは，全員の職種構成を記入しなかった企業があったためである。
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〔表VI-2J 1企業あたり各職種平均従業員数(単位:人)
2-4人 5-9人
大 工 1.7 2.5 
プレハブ工 0.6 
現場監督 0.7 1.0 
事務職員 0.5 2.0 
技術職員
と ぴ
左 官 0.1 
土 工
運転手 0.1 
その他 0.2 
計 2.8 6.5 
〔表羽-3) 一般工務庖
従業員の職種別構成
従業員総数 構成比(効
大 工 354 51.9% 
現場監督 62 9.1 
事務職員 76 11.1 
技術職員 10 1.5 
その他 113 16.6 
不 明 67 9.8 
計 682 100.0 
10-29人 30-99人
3.9 9.2 
1.9 3.8 
2.4 5.8 
4.9 11.5 
1.4 0.8 
0.4 
0.1 
0.1 1.7 
0.1 0.3 
0.8 5.8 
15.8 39 
以100上人
20 
9 
6 
35 
計
4.1 
1.6 
2.1 
4.3 
0.6 
0.2 
0.1 
0.2 
0.1 
1.0 
14.4 
(注)
各職種別従業員規模別
人数を回答企業数で割
って求めた。
〔表VI-4 J 従業員中家族従業者の比重
一般工務庖 プレハブ工務庖
従総業数員 家族
% 
従総業員数
従業者 構成比
1-4人 174 41 23.6 17 
5-9人 261 37 14.2 119 
10-29人 247 5 2.0 527 
30-99人 372 
100人以上 2838 
3873 
計 682 83 12.3 (1035) 
(注)
(1)プレハブや工務庖の計の()内は100人以上を除いた計。
(2)一般工務庖の110-29人Jには30人を含む。
家族 % 
従業者 構成比
2 11.8 
17 14.3 
50 9.5 
16 4.3 。 。
85 2.2 
(85) (8.2) 
〔表明-1)を従業員規模別に見ると，大工および、現場監督の二職種においては規模の拡大とと
もに比重が低下し，職員層においてはあまり変化がない。そして具体的に職種の回答がない従業員
が増加しており，これは管理職能従事者が増加することを含んでいる。すなわち，現場労働者の比
重が低下し，経営管理面の機能分化にもとづく経営の近代化が進んでいるといえよう。
次に〔表現-2)で1企業当りの各職種平均労働者数を見ると，規模拡大に伴なって主要職種の
労働者数が明白に増加している。したがって，第I章の〔表I-11)に示された従業員規模と年間
施工高との相関関係の一つの根拠が明らかになったといえる。
(2) 従業員中家族従業者の比重
さらに異なった角度から従業員構成を見るために，家族従業者の比重を〔表羽-4)で見てみょ
っ。この表中，フ。レハ7"工務屈の100人以上には従業員数1，980人という例外的な企業を含んでいる
ので，100人以上を除いて考察するとプレハブ工務庖の4人以下層における家族従業者への依存度の
低きが特徴的である。しかし 5人以上においては余り相異がなく， (10~29人層には28人中21人が
プレハブ工務屈従業員の分析 -137 -
家族従業者という誤記とも解しうる例外的なものがあるが)プレハ7"工務屈で、は100人以下の各層で
は，家族従業者の比重が平均化している。
このような集計結果から見ると，工務屈の場合には，小規模企業では事務員として女子家族従業
者が従事する場合が多く，しかも建築技術を含む経営技術の継承のために経営者の子息が従事する
企業がかなり存在することを示している。
(3) 現場施工労働者の常用化
プレハブ工務屈の現場施工工程を担当する労働者の内，工務庖が常用化する可能性のある職種は
〔表明-1 Jから見ても大工，プレハブゃ工，現場監督であろう。このうち現場監督はその具体的機
能が如何なるものか，いいかえれば親方的大工の機能とどの程度異なるものかは，企業によって異
なるから一概に規定できないが，両者の機能をほぼ同じものと考え，さらに下職のうち，パネル組
立工事にたずさわるプレハブ工の役割を果す可能性の高い鳶(後掲する〔表羽一 9J参照)を含め
て，常用化の状況を見てみよう。
(表VI-5 Jによれば，これらの現場施工労働者を全く常用していない企業 (C)は， 5.6%にす
ぎず，一般工務屈において，雇用労働者を全く持たない工務庖だけでも 7%存在したことと比較す
るときわめて少ない。つまり請負業務のみを行い，施工は完全に下請に依存するという企業はほと
んどないといえる。これまでの分析からすれば， N社系列の工務庖以外は，多くが施工工程を担当
する下請企業と見てよいから，その範囲では首肯しうるが， N社系列にあっても， (表羽-6 Jに
見るように，完全下請依存は一社のみである。しかし，現場監督のみを常用化している企業 (B)
は25.4%あり，やはり， N社系列に相対的に多い
〔表VI-5 J 現場施工労働者の常用化状況(従業員規模別)
人 人 人
30-9人9 
人
計2-4 5-9 10-29 100 - 不明
A 4 11 12 3 1 31 
日 2 4 9 1 2 18 
C 2 2 4 
D 1 6 2 9 
不明 1 2 1 2 3 9 
言十 7 18 31 7 5 3 71 
〔表現-6 J 現場施工労働者の常用化状況(提携メーカー別)
M N 。 P Q R S 
A 11 7 7 3 1 1 1 
B 7 8 3 
C 1 1 2 
D 4 2 1 2 
不明 1 5 2 1 
計 24 23 13 5 3 2 1 
(注)
計
31 
18 
4 
9 
9 
71 
A…大工またはプレハブ工を常用
化している企業
B…現場監督を常用化している企
業 (1現場員」と記入されたものを
含む)
C…大工，プレハブ工，現場監督の
いずれも常用化していない企業
D…大工またはプレハブ。工と現場
監督をともに常用化している企業
(注)
A， B， C， Dは
〔表百一 5)と同様
次に下職専門工事業者のうち大工工事およびパネル組立工事を担当する，大工・鳶の平均動員数
の合計を，従業員規模別に集計したものが〔表明一 7Jである。さらに〔表羽-1 Jの職種別従業
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員構成の中から職場施工労働者が中心と考えられる大工，プレハブ、工，現場監督を取り出して，
その合計と l企業平均労働者数を従業員規模別に示すと〔表羽-8 Jとなる。
〔表明-7 J 現場施工労働者中下職の大工・鳶の平均動員数合計
①下職利用 ②下職利用 ③ 不 明 ④計 ⑤大工・鳶の平
@ ⑤ 
」人工二 業 のない企業 均動員数合計 ①+② 
2-4人 5 2 7 31 4.4 
5-9人 17 1 18 176 10.4 
10-29人 19 5 7 31 342 14.3 
30-99人 3 l 3 7 43 10.8 
100人以上 3 2 5 71 23.7 
不 明 3 3 
計 47 8 16 71 663 12.1 
〔表百-8 J 現場施工労働者中の常用労働者
現場労働者数 回答企業数 現l場企労業働平均者数
2-4人 14 6 2.3 
5 -9人 74 18 4.1 
10-29人 232 28 8.3 
30-99人 113 6 18.8 
100人以上 29 1 29.0 
百十 462 59 7.8 
まず〔表明-7 Jから見ると，第一に従業員規模が上昇するにつれ下職利用企業は減少する。い
いかえれば，従業員規模の拡大は，現場施工労働者の常用化を一要因としているといえよう。
第二に，下職の大工・鳶の平均動員数合計の 1工務庖平均を見ると(C表羽-7 Jの⑥) 1O~ 29 
人層には150人と記入された例外的なものがあるので，それを除いてう子を求めれば8.3人となる。し
たがって， 2 ~ 4人層の 1工務庖平均が4.4人と低いのに比し， 5人以上の各層ではともにほぼ10人
前後となる。
したがって， 5人以上の層では下職の平均動員数ではあまり相異はなく， c表VI-8 Jの1工務
庖平均現場労働者数が工務屈の施工高等の差を規定するー要因となる。他方， c表VI-7 Jに見る
ように，大工，鳶というプレハブ住宅施工の中心的職種においても，下職利用のない企業が存在し
またその平均動員数にもばらつきがある。したがって〔表VI-8 Jの平均現場労働者数との合計に
ばらつきを生じ，このことが，同一従業員規模に属する工務屈の施工高に分散を生じるさせる根拠
となる。
最後に〔表現-7 Jと〔表現-8 Jから 1工務屈が動員する下職を含めた現場労働者数の中で，
常用化された労働者が占める比率を求めると， ( I大工，鳶の平均動員数合計」と「現場労働者数」
との和で後者を割る) 2 ~ 4人層では31.1%， 5 ~ 9人層では29.6%，1O~29人層では40.4% ， 30 
~99人層では72.4% ， 100人以上層では29.0%，全体では41.7%となる。100人以上層は回答が不充分
なので除けば，先に指摘したように常用化率は規模の拡大とともに上昇している。
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(4) プレハブ工の養成
フ。レハフゃ住宅が木質系鉄骨系の場合には，周知の如くパネルの組立方式が主要な生産方式である。
この方式が採用されることによ力て新たにパネル組立工事を行う労働者が必要となり，そこにプレ
ノ¥ブ工という新しい職種が形成された。
〔表VI-9)はプレハブ工務庄の常用労働者および下職労働者の中で，プレハブ工として労働に
従事している労働者の，それ以前の職種を問うたものの集計である。ここに記入されたのは342人で
あるが，やはり圧倒的に大工が多く 80%以上を占め，ついてコその仕事の性質上鳶職が10%弱を占
めている。しかし，左官以下の各職種は，その仕事の性質上の関連からプレハブ工の仕事をするよ
うになったというよりは，次に示すようにプレハブ工養成が簡単なため，プレハブ住宅の仕事をす
るようになってプレハブ工の仕事も学ぶようになった， というのが実情であろう。
ノl季豆長品会長長 すなわち， (表百 10)に示したのは，プレハブ工務庖の常用労
働者のうち，プレハブ、工の仕事をしている労働者が，提携メーカー
の下で実施されるプレハブ工養成のための講習をどの位受講したか
を， 日数別提携メーカー別に示したものである。ここに集計しえた
のはM社系列の17企業， N社系列の22企業， 0社系列の 6企業， p 
社系列の 1企業である。これによるとメーカー別に見てもその受講
日数は工務屈によって異なっており，常識的に聞いていた事実とは
かなり異なる。しいて言うならば7日前後が最も多いということが
指摘できるが，ともあれこのようにマチマチである原因は，ある経営者が「養成しなくとも仕事は
できる」と記入しているように，また「フ。レハブ工はとくに決っていないJとか「大工が全部行って
いる」と答えているように，現実的には特別の講習を受けなくともパネル組立作業は行いうる状況
のようである。
とはいえ，この事実は，現在のプレハブ住宅が，誰が施工工程を担当しても，同じ性能が発揮し
うるまでに技術的な発展を遂げているというのではない。それは大工が圧倒的な比重を占めていた
ことが示すように， どちらかといえば，旧来の一戸建住宅に共通する技術的基礎がまだ必要とされ
ており，かつ，フ。レハ7"工として独自の専門組立工を必要とする程に技術的基盤を異にする労働過
程が形成されていないことを表現しているように思われる。いいかえれば， I組立てれば良い」ので
はなく，組立てた上にさらに大工独自の技術が発揮されて始めて，それがプレハブ住宅としての機
能を果しうる， という段階にあるように思われる。この点については，次に示す，施工過程および
住居としてのプレハブ住宅に関するフ。レハフ。工務庖経営者の意識調査にも明確に現われている。
大工 280人
鳶 34 
左官 12 
塗装工 4 
機械工 3 
鉄骨工 2 
その他 7 
計 342 
〔表明一10) 提携メーカー別講習日数(企業数)
M社 N社 O杜 P杜
1日 2 30日 2 2日 l 7日-6 1日-3 7日-1 
3日-4 48日-1 3日 1 10日-1 5日一 l
7日 3 メー カー に 4日一 2 14日 l 4-5日-1 
8日-1 覚勤務えたして 1 よ 5日 2 28日-1 7日-1 
7 -10日一 1 3-5日-1 延30日一 1
10日-1 5-7日-1 40日一 1
21日-1 6日-3 
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以下に示す4枚の表は，プレハブ工事に関する意見を求めた四つの設問に対する回答を，提携メ
ーカー別に集計したものである。設聞の不備から充分な結果を得たとは思えないが，これまで分析
してきたフ。レハブ工務屈の実態を反映した回答を見ることができょう。
以下にそうした諸点を簡単に触れてこの報告の集約としよう。
〔表四一 1Jについて
まず目につくのは「イ」の回答が多いことであるが， とくにM社O社系列のように町場的色彩の
強い工務庖に多く，受注の安定化を最大のメリットとしており，これは「その他」の具体例の中に
定期的な現金収入の存在を評価する企業が多いことと対応している。
さらにこうしたいわば消極型の外に「ト jのようにプレハブ住宅技術をも吸収して， 自己の経営
資源として蓄積していこうとする積極型もある。そしてもう 1つ注目すべきものは「その他」の具
体例の中にある。すなわち，従来受身の受注をしてきた町場経営が，大資本であるプレハブ住宅メ
ーカーを相手に，最大利潤を追求する経済原理にのっとって経営しなければならない事態に当面し
て，経営の厳しさを知らされるとともに，そうした近代的経営をプレハブ住宅の販売を通じて体得
していく喜ぴである。それは職人社会から脱皮していく自己を，快く見つめる工務庖経営者の意識
であり，市場開拓の努力の知何が，適確に自己の経営の利潤にはね返ってくるという緊迫感である。
」
〔表四一 1) プレハプ住宅を手掛けて
よくなったと，思われる点 (M.A) 
イ ロ ノ、 ー ホ '^ チ
M 13 2 2 2 7 3 
N 4 2 4 2 。7 3 2 3 
P 
Q 
R 
S 
無回答
6 
1 
3 
2 
計
36 
25 
18 
5 
3 
2 
(注)
(イ)得意先をえるための努力をしないでも安定し
て仕事がえられるようになった。
(ロ)プレハフ令以外の得意先も増えた。
付プレハブ企業から資金融資がえられ，資金ぐ
りが楽になった。
ド)機械，道具等を整えることができ，プレハブ
以外の仕事，今迄できなかった仕事もできるよ
つになった。
計 24 7 2 6 3 14 10 24 90 
(村金融機関からの融資が楽にえられるようにな
った。
付労働者の不足を解消できるようになった。
「その他」の具体例
。運転資金が定期的に入る。
。現金回収ができるので，資金ぐりが楽になる。
。完工高が増加して経営面に寄与
。メーカーよりの現金支払いの仕事が月々平均しである。
。工期が短くなった。
。販売部，営業部の新設
。自分で得意先の開発ができる。
。企業の厳しさを知った。
(ト)プレハブ技術をプレハブ以外の工事にも応用
して合理的な工事ができるようになった。
(刊その他
。将来プレハブは発展することを予想し，現在より，技術を勉強するため着手している。
。昔からの大工なので販売というものを知らなかったがプレハブをやるようになってから覚えた。
。プレハブ住宅は技術的にはまだ木造にはかなわない。
M 
N 。
P 
Q 
R 
S 
計
M 
N 。
P 
Q 
R 
S 
計
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〔表四一 2) プレハブ住宅を手掛けて具合が
悪くなったと思われる点 (M・A)
イ ロ ノ、 ー ホ " 
2 7 4 
2 3 4 
2 l 
5 3 13 4 2 9 
「トJの具体例
。手間賃が合わないので職人が逃げてしまう
無回答
4 12 
13 
2 8 
2 
2 
8 38 
計
32 
24 
13 
7 
3 
2 
82 
(注)
(イ)プレハブ住宅以外の仕事がしにくくなった
(吋得意先からの信用が落ちた
付職人の仕事が組雑になった
伝)いままで、の下職専門業者で、不要になった業種が
できた
(ホ)新たに下職専門工事業者をふやさねばならなく
なった
付設備投資したほどには仕事がえられず，経営が
苦しくなった
(ト)その他
。ローンが完成して，受領する工事代金と施工高が不均衝となった。
。木造住宅に比して，資金が2倍停滞する
。部品未揃い
。利益率が低い
。親企業(プレハブ会社)直接下請なのに，原価算定が厳しいから，適正利潤が得られない
〔表四 3 ) プレハフ宇住宅の施工
における問題点・改善点(M.A)
イ ロ ノ、 一 ホ " チ 無回答
4 2 8 2 2 6 1 
5 8 13 3 6 3 
2 2 3 2 3 4 
3 2 2 2 2 2 
2 
2 
15 14 4 29 10 12 14 20 
「その他の具体例」
。地域によって異なるので基礎工事等にむづかしい点がある
。施工が遅れる。 職人不足
。工法上不便で職人が尺貫法から脱皮できない
。骨材が間に合わない
計
35 
38 
23 
14 
4 
4 
119 
(注)
(イ)部品精度が悪〈工事がやりにくい
(ロ)寸法上の「にげ」が少なく工事がむづかしい
付接合工事が手間どる
付基礎工事，設備工事などの在来工事部分で
手間のかかる部分があまり改良されていな
いので，施工の手間は大して変わっていな
し、
(村建込順序がむづかしく建込段取りに手聞が
かかる
付部品強度が不充分のため，運搬，建込の際に
破損しやすいものがある
(ト)部品養生が悪〈運搬，建込の際，破損しやすい
仔)その他
。設計変更を認めているのでプレハブ本来の意義が薄い。現場加工の部分が多い(大工，建具，タイル等)捻り，曲
がり等が補正しにくい
。部品の搬入がマチマチで遅れる
。建築受注の時，順番制度を設ければ，十分な仕事と計画を立案できる
。メーカーからの部品の搬入に数量不足の時がある
。部品が不揃い。 大工工事のプレハブ、化率が悪い
。1.市販品の建材等は尺貫法で，プレハブはメートル法，材料が70%が損， 2.現在の建築技術ならもっと良
いものが出来るはず
。単価が安い
。下職の考えがもう少し近代的になってほしい
。完全プレハブ化していない
。道路中に制約され，部品搬入が困難
。Mメーカーの場合，施工杜の会合が毎月一度行われ，種々の問題が討議されているので問題点はない
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〔表四-4) [""すまい」としてのプレハブ住宅の問題点 (M.A)
イ p ノ、 一 オτ J、
M 2 2 5 2 
N 4 6 2 2 。 4 
P 2 
Q 
R 
S 
計 6 6 3 18 5 4 
(注)
(イ)夏暑く，冬寒い
(吋壁，天井等に結露する
付遮音性が悪く，外部の音が室内に侵入してくる
(ヰ吸音性が悪<，室内の音が響くような感じがする
(ホ)悶音がうるさい
付弱い，チャチ
(ト)耐久性，もちが悪い
例雨仕舞が悪い
(リ)間取りが自由にできない
(ヌ)増改築がしにくい
川収納設備が不充分
〔表四一 2)について
ト
2 
5 
チ
8 
3 2 
2 3 
2 3 
16 10 
ヌ ノレ ヲ カ ヨ 無回答 計
9 4 3 41 
7 2 3 7 42 
8 1 4 2 27 
4 1 17 
5 
2 
2 
29 4 2 7 7 14 136 
(労その他住宅設備が不充分
(坊家具，家庭電気器具等の置き場所がえられない
(ヵ)キャシャ，カッコが悪い
(ヨ)その他
「その他jの具体例
。値段が高い
。外部のモルタルに亀裂
。塗装がうすい
。2階の音がl階に響く
。従来の木造建築と同様に自由に設計が出来る
ようになれば，木質プレハブ、は最高である。
しかし，他方で経営が裏目に出てくる時には，具合の悪い点が目立ってくる。ただし，この回答
状況は「無回答」が71企業中38企業あり，具合の悪い点が相対的に少ないことの表現であろう。
この中で「ハjは充分予測きれる事態であり，こうした事態がプレハブ住宅の普及と改良の進展
に伴なって一層進むであろう。そしていずれはプレハブ住宅に専業化するか否かの岐路に立たされ
ることになろう。
なお利益率の低いこと，請負単価の低きが次の〔表四一 3)にも現われているが，今回の調査で
この点を問うたが，集計に足りる結果を得ることができなかった。
〔表四一 3)について
ここで特徴的なことは，現在のプレハブゃ住宅のプレハブ化率の低きが指摘されている点である。
そしてそれに伴なって，部品精度の低き， iにげ」の必要，プレハブ、住宅部品の現場搬入上の問題点
が指摘されている。また「その他」の具体例の中に， Mメーカーによるプレハブ工務庖の会合が記
入されているが，すでに何度も指摘してきたように，こうしたメーカーと施工工務庖との技術上，
経営上の意志疎通は今後一層重要となってくるであろう。
〔表四-4)について
ここにはプレハブ住宅メーカーが技術的に改良してゆかねばならない諸問題が指摘されている。
こうした課題がメーカーの研究，実験の中から解決されていくことが， とくに旧来の一戸建住宅を
手掛けてきた工務庖経営者によって望まれているであろう。
